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港湾局が所管する外郭団体の第３期協約の最終評価等について 

 

 本市では、平成 16年度から、「特定協約団体」と位置付けた外郭団体が、一定期間における主

要な経営目標を本市との「協約」として掲げ、協約期間終了時に達成状況の振り返りと次期協約

への反映等を行う「特定協約団体マネジメントサイクル」を導入しています。 

 この度、第３期協約期間が終了したことから、協約の取組状況について、外部の専門家として

監査法人による評価を実施しました。また、あわせて協約策定の前提となっている「団体ごとの

経営改革に関する方針」についても、第３期協約期間における取組状況を確認し、今後の課題等

を整理しましたので、その結果を御報告します。 

 今後は、評価結果等を踏まえて、外部の視点を取り入れながら「特定協約団体マネジメントサ

イクル」の仕組みの改善に取り組み、新たな経営に関する方針及び協約を速やかに策定してまい

ります。 

 

 

１ 対象団体（３団体） 

(1) （公財）帆船日本丸記念財団   

(2) （株）横浜港国際流通センター 

(3) 横浜ベイサイドマリーナ（株） 

 

 

２ 第３期協約の最終評価 

(1)  最終評価の方法 

   協約事項ごとの「評価指標」に基づき、達成状況の「個別評価」を行います。 

   その上で、すべての協約事項の評価を総合して、団体ごとの「総合評価」としています。 

 

 

  ア 協約事項の個別評価 

評価結果 評 価 基 準 

Ｓ 指標や取組が目標を大きく上回っている（目標数値の110％以上達成） 

Ａ 指標や取組が目標を達成している（目標数値の100％以上～110％未満） 

Ｂ 指標や取組が目標を下回っている（目標数値の90％以上～100％未満） 

Ｃ 指標や取組が目標を大きく下回っている（目標数値の90％未満） 

   

イ 総合評価 

評価結果 評 価 基 準 

優良 全協約事項がＡ評価以上 

良好 協約事項の評価でＢが２つ以下かつそれ以外がＡ以上 

要改善 協約事項の評価でＢが３つ以上またはＣが１つ以上 

 

 

 

 

 

経 済 ・ 港 湾 委 員 会 

平 成 2 6 年 ９ 月 1 1 日 
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(2)  「最終評価結果の概要」及び「『経営改革に関する方針』に係る今後の課題等の整理」 

 

① （公財）帆船日本丸記念財団    

「第３期協約」の総合評価 優良  

「経営改革に関する方針」に係

る監査法人コメントの要点 

指定管理者制度のなかで一定の成果を挙げている。競合する民間企業との

差別化を図るために、市民ニーズを取り入れた魅力ある提案づくりや財務体

質の強化が必要である。 

 

② （株）横浜港国際流通センター 

「第３期協約」の総合評価 優良  

「経営改革に関する方針」に係

る監査法人コメントの要点 

全体として着実に取り組まれたと評価できるが、安定的な資金調達の枠組

みを構築するとともに、営業力の強化や組織の合理化等を進めるための、更

なる経営改革の取組が必要である。 

 

③  横浜ベイサイドマリーナ（株） 

「第３期協約」の総合評価 良好  

「経営改革に関する方針」に係

る監査法人コメントの要点 

財務状況改善後等に民間主体の経営へ移行することを前提に市の関与の

あり方を検討するためにも、更なる自立を目指すための経営改革の取組が必

要である。 

 

 

４ 添付資料 

 ・各団体の「第３期協約最終評価」（別紙１） 

 ・各団体の「団体ごとの経営改革に関する方針に係る今後の課題等の整理」（別紙２） 
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